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25 農福連携の広がりと期待

１
．
Ｊ
Ａ
大
会
決
議
に
盛
り
込
ま
れ
た
農
福
連
携

　

第
28
回
Ｊ
Ａ
全
国
大
会
決
議
に
は
「
農
福
連
携
」
が

盛
り
込
ま
れ
ま
し
た
。
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
の
３
か
年
計
画

で
す
。「
地
域
実
態
に
応
じ
て
、
社
会
福
祉
法
人
と
連

携
し
、
障
害
者
や
生
活
困
窮
者
を
対
象
と
す
る
農
福
連

携
に
取
り
組
み
ま
す
」
と
書
い
て
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は

本
当
に
嬉
し
か
っ
た
で
す
。

　

私
が
こ
の
研
究
を
14
年
前
に
始
め
た
と
き
、
ほ
ぼ
私

一
人
で
同
じ
よ
う
な
こ
と
を
言
っ
て
い
た
の
で
す
が
、

多
く
の
方
か
ら
「
障
が
い
者
に
農
業
が
で
き
る
わ
け
が

な
い
だ
ろ
う
？
」
と
言
わ
れ
ま
し
た
。

　

と
こ
ろ
が
今
日
は
、
農
福
連
携
の
応
援
団
長
で
あ
る

末
松
事
務
次
官
も
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
。
様
々
な
嬉
し

さ
を
か
み
し
め
な
が
ら
、
報
告
し
ま
す
。

（
＊
１
）�

全
国
農
業
協
同
組
合
中
央
会
『
創
造
的
自
己
改
革
の
実
践
～
組
合
員
と
と
も
に
農

業
・
地
域
の
未
来
を
拓
く
～
：
第
28
回
Ｊ
Ａ
全
国
大
会
決
議
』
２
０
１
９
年
３
月

７
日
開
催　

26
ペ
ー
ジ
。

 　
　
　

https://org.ja-group.jp/pdf/jataikai/jataikai_resolution.pdf

２
．
農
福
連
携
と
は

　

農
業
と
福
祉
を
連
携
さ
せ
、
障
が
い
者
が
農
業
生
産

に
従
事
す
る
取
組
み
を
農
福
連
携
と
呼
び
ま
す
。
た
だ

し
、
こ
れ
は
意
味
が
広
が
っ
て
い
き
ま
す
の
で
、
後
ほ

ど
今
後
へ
の
期
待
と
し
て
お
話
し
し
ま
す
が
、
ま
ず
は

狭
義
の
農
福
連
携
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

３
．
働
く
障
が
い
者

　

日
本
の
障
が
い
者
は
、
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者
、

精
神
障
害
者
の
３
つ
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
合
計

９
３
６
万
人
、
日
本
の
人
口
の
７
・
４
％
が
障
が
い
者

と
い
う
こ
と
に
な
り
ま
す
。
さ
ら
に
そ
の
ご
両
親
が
い

ま
す
。
つ
ま
り
日
本
に
は
障
が
い
者
に
関
係
す
る
人
が

た
く
さ
ん
い
る
の
で
す
。
９
３
６
・
６
万
人
の
う
ち
、

労
働
人
口
に
含
ま
れ
る
18
～
64
歳
の
方
が
約
３
６
１
万

人
い
ま
す
。
う
ち
一
般
企
業
等
で
働
く
方
が
約
50
万
人
、

厚
生
労
働
省
の
障
害
者
就
労
支
援
事
業
で
働
い
て
い
る
、

（
＊
１
）

報 

告 

要 

旨

　

農
福
連
携
は
農
業
に
お
け
る
労
働
力
不
足
と
、
障
が
い
者
の
新
た
な
就
労
の
場
の
開
拓
と
い
う
、
両
者
の
課
題
解
決
を
背

景
に
発
案
さ
れ
た
。
形
態
は
主
に
①
社
会
福
祉
法
人
等
に
よ
る
農
業
生
産
、
②
農
業
生
産
者
に
よ
る
障
が
い
者
の
直
接
雇
用
、

③
農
業
生
産
者
に
よ
る
社
会
福
祉
法
人
等
へ
の
農
作
業
委
託
等
が
あ
る
。
近
年
対
象
は
障
が
い
者
に
限
ら
ず
、
業
種
も
農
業

に
限
ら
ず
多
様
な
広
が
り
を
見
せ
て
お
り
、
将
来
的
に
は
地
域
貢
献
の
み
な
ら
ず
、
多
様
性
を
受
容
す
る
社
会
へ
の
移
行
に

資
す
る
可
能
性
を
秘
め
て
い
る
。

一
般
社
団
法
人
Ｊ
Ａ
共
済
総
合
研
究
所

調
査
研
究
部�

主
任
研
究
員

濱
田�

健
司

農
福
連
携
の
広
が
り
と
期
待

一般社団法人　ＪＡ共済総合研究所
（http://www.jkri.or.jp/）
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あ
る
い
は
訓
練
さ
れ
て
い
る
方
が
約
32
万
人
で
す
。
合

計
約
82
万
人
は
、
働
け
る
人
口
の
２
割
強
に
す
ぎ
ま
せ

ん
。

４
．
厚
生
労
働
省
の
障
害
者
支
援
施
策

　

障
が
い
者
に
は
そ
れ
ぞ
れ
特
性
が
あ
り
、
全
員
で
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、
働
け
る
人
た
ち
が
い
ま
す
。
厚
生
労

働
省
は
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
就
労
支
援
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。
障
が
い
者
が
働
く
場
に
は
、
主
に
就

労
継
続
支
援
Ａ
型
事
業
所
と
、
就
労
継
続
支
援
Ｂ
型
事

業
所
（
以
下
、
Ａ
型
、
Ｂ
型
）
が
あ
り
ま
す
。

　

Ａ
型
で
は
、
障
が
い
者
は
事
業
所
と
雇
用
契
約
を
結

び
、
最
低
賃
金
以
上
の
賃
金
を
受
け
取
れ
ま
す
。
こ
れ

に
対
し
Ｂ
型
は
重
度
の
障
害
者
が
多
く
、
雇
用
契
約
は

結
ば
な
く
て
よ
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
な
お
、
ス

タ
ッ
フ
の
賃
金
や
事
業
運
営
に
か
か
る
費
用
は
厚
生
労

働
省
か
ら
出
て
い
ま
す
。

　

ほ
か
に
就
労
移
行
支
援
事
業
と
就
労
定
着
支
援
事
業

が
あ
り
ま
す
。
前
者
は
障
が
い
者
が
学
校
を
出
て
企
業

で
働
く
前
に
最
長
２
年
間
訓
練
が
で
き
ま
す
。
後
者
は

障
が
い
者
が
就
職
先
で
働
け
る
よ
う
、
ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ

が
派
遣
さ
れ
、
定
着
を
支
援
す
る
制
度
で
す
。

　

Ｂ
型
で
は
、
１
か
月
の
賃
金
が
１
５
，
６
０
３
円
で

す
。
10
年
前
は
１
２
，
０
０
０
円
台
で
し
た
。
は
じ
め

こ
の
話
を
聞
い
た
と
き
に
は
耳
を
疑
い
、
日
給
で
す

か
？
と
聞
い
た
ら
、
い
い
え
１
か
月
で
す
と
言
わ
れ
、

本
当
に
驚
き
ま
し
た
。
障
が
い
者
の
仕
事
は
企
業
の
下

請
け
が
多
く
、
家
電
や
自
動
車
の
部
品
、
菓
子
箱
の
組

み
立
て
な
ど
、
１
個
何
銭
の
仕
事
で
す
。

　

ク
ッ
キ
ー
や
お
弁
当
を
つ
く
る
方
も
い
ま
す
が
、
多

く
の
民
間
事
業
所
と
の
競
合
が
あ
り
、
思
う
よ
う
に
売

上
は
出
ま
せ
ん
。障
が
い
者
、施
設
ス
タ
ッ
フ
も
頑
張
っ

て
、
平
均
工
賃
は
右
肩
上
が
り
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
関
係
者
と
現
場
が
一
緒
に
な
っ
て
、
工
賃
を
上
げ

て
き
た
と
い
う
証
で
も
あ
り
ま
す
。
そ
れ
で
も
、
ま
だ

低
い
の
が
現
状
で
す
（
図
１
）。

（図１）就労継続支援Ｂ型事業所　平均工賃
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者、精神障害者の３つに分けられます。合計

936万人、日本の人口の7.4％が障がい者とい

うことになります。さらにそのご両親がいま

す。つまり日本には障がい者に関係する人が

たくさんいるのです。936.6万人のうち、労働

人口に含まれる18～64歳の方が約361万人い

ます。うち一般企業等で働く方が約50万人、

厚生労働省の障害者就労支援事業で働いてい

る、あるいは訓練されている方が約32万人で

す。合計約82万人は、働ける人口の２割強に

すぎません。 

 

４．厚生労働省の障害者支援施策 

 障がい者にはそれぞれ特性があり、全員で

はありませんが、働ける人たちがいま

す。厚生労働省は障害福祉サービスと

して就労支援に取り組んでいます。障

がい者が働く場には、主に就労継続支

援Ａ型事業所と、就労継続支援Ｂ型事

業所（以下、Ａ型、Ｂ型）があります。 

 Ａ型では、障がい者は事業所と雇用

契約を結び、最低賃金以上の賃金を受

け取れます。これに対しＢ型は重度の

障害者が多く、雇用契約は結ばなくて

よいことになっています。なお、スタ

ッフの賃金や事業運営にかかる費用は

厚生労働省から出ています。 

 ほかに就労移行支援事業と就労定着

支援事業があります。前者は障がい者

が学校を出て企業で働く前に最長２年

間訓練ができます。後者は障がい者が

就職先で働けるよう、ジョブコーチが

派遣され、定着を支援する制度です。 

 Ｂ型では、１か月の賃金が15,603円

です。10年前は12,000円台でした。は

じめこの話を聞いたときには耳を疑

い、日給ですか？と聞いたら、いいえ

１か月ですと言われ、本当に驚きまし

た。障がい者の仕事は企業の下請けが多く、

家電や自動車の部品、菓子箱の組み立てなど、

１個何銭の仕事です。 

 クッキーやお弁当をつくる方もいますが、

多くの民間事業所との競合があり、思うよう

に売上は出ません。障がい者、施設スタッフ

も頑張って、平均工賃は右肩上がりになって

います。これは関係者と現場が一緒になって、

工賃を上げてきたという証でもあります。そ

れでも、まだ低いのが現状です（図１）。 

 一方Ａ型の賃金は月額74,085円です。精神

障害者が働くようになったり、民間企業が参

入したりしたことで一時期下がりましたが、

関係者や現場の努力で、徐々に工賃を戻しつ 

（図１）就労継続支援Ｂ型事業所 平均工賃 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図２）就労継続支援Ａ型事業所 平均賃金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）図１、２ともに厚生労働省資料 
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（図２）就労継続支援Ａ型事業所　平均賃金
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一
方
Ａ
型
の
賃
金
は
月
額
７
４
，
０
８
５
円
で
す
。

精
神
障
害
者
が
働
く
よ
う
に
な
っ
た
り
、
民
間
企
業
が

参
入
し
た
り
し
た
こ
と
で
一
時
期
下
が
り
ま
し
た
が
、

関
係
者
や
現
場
の
努
力
で
、
徐
々
に
工
賃
を
戻
し
つ
つ

あ
り
ま
す
（
前
頁
図
２
）。
要
す
る
に
、
障
が
い
者
の

方
た
ち
の
賃
金
は
低
い
の
で
す
。

５
．
農
業
生
産
に
従
事
す
る
人
々

　

平
成
22
年
の
農
業
就
業
人
口
は
２
６
０
・
６
万
人
、

27
年
で
は
２
０
９
・
７
万
人
で
す
。
つ
ま
り
年
間
で

10
万
人
ず
つ
働
く
人
の
数
が
減
少
し
て
い
ま
す
。
し
か

も
平
均
年
齢
は
66
・
７
歳
（
平
成
30
年
）
で
す
（
表
）。

　

平
成
27
年
の
農
業
就
業
人
口
を
年
代
別
に
見
る
と
、

75
歳
以
上
が
突
出
し
て
い
ま
す
（
図
３
）。
昭
和
一
桁

世
代
は
今
や
85
歳
以
上
で
す
。
私
は
高
齢
者
介
護
も
調

査
し
て
い
ま
す
が
、
85
歳
を
過
ぎ
る
と
一
気
に
体
力
が

落
ち
ま
す
の
で
、
近
い
将
来
一
気
に
こ
の
人
口
が
抜
け

る
可
能
性
が
高
い
で
す
。
日
本
は
農
業
労
働
力
が
不
足

し
、
深
刻
な
状
況
で
す
。

６
．
農
業
と
福
祉
の
課
題

　

私
は
14
年
ほ
ど
前
、
障
が
い
者
の
賃
金
を
ど
う
し
た

ら
上
げ
ら
れ
る
の
か
と
考
え
ま
し
た
。
農
業
も
人
手
不

足
で
、
繁
忙
期
は
パ
ー
ト
や
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー

に
依
頼
す
る
。
そ
こ
で
働
け
ば
月
５
～
10
万
円
の
収
入

に
な
る
。
つ
ま
り
Ａ
型
・
Ｂ
型
よ
り
も
高
い
賃
金
が
出

せ
る
わ
け
で
す
。
そ
こ
で
農
業
と
障
が
い
者
を
結
び
付

け
る
こ
と
を
思
い
つ
き
ま
し
た
。

　

農
と
福
祉
に
関
す
る
取
組
み
事
例
は
以
前
か
ら
あ
り

ま
し
た
。
古
い
農
家
、
特
に
畜
産
に
多
い
の
で
す
が
、

障
が
い
者
を
住
み
込
み
で
雇
っ
て
い
ま
す
。
ご
く
少
数

の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
で
は
農
業
生
産
を
し
て

い
ま
し
た
。
１
９
７
０
年
代
頃
か
ら
理
学
療
法
士
、
医

師
な
ど
が
園
芸
療
法
を
実
践
し
て
い
ま
し
た
。
生
き
が

い
づ
く
り
や
小
売
り
を
目
的
と
し
た
園
芸
福
祉
も

１
９
９
０
年
代
頃
か
ら
始
ま
っ
て
い
ま
し
た
。
他
に
も

障
が
い
者
就
農
、
グ
リ
ー
ン
ケ
ア
、
ケ
ア
フ
ァ
ー
ム
、

（表）農業生産に従事する人々
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つあります（前頁図２）。要するに、障がい者

の方たちの賃金は低いのです。 

 

５．農業生産に従事する人々 

 平成22年の農業就業人口は260.6万人、27

年では209.7万人です。つまり年間で10万人ず

つ働く人の数が減少しています。しかも平均

年齢は66.7歳（平成30年）です（表１）。 

 平成27年の農業就業人口を年代別に見る

と、75歳以上が突出しています（図３）。昭和

一桁世代は今や85歳以上です。私は高齢者介

護も調査していますが、85歳を過ぎると一気

に体力が落ちますので、近い将来一気にこの

人口が抜ける可能性が高いです。日本は農業

労働力が不足し、深刻な状況です。 

６．農業と福祉の課題 

 私は14年ほど前、障がい者の賃金をどうし

たら上げられるのかと考えました。農業も人

手不足で、繁忙期はパートやシルバー人材セ

ンターに依頼する。そこで働けば月５～10万

円の収入になる。つまりＡ型・Ｂ型よりも高

い賃金が出せるわけです。そこで農業と障が

い者を結び付けることを思いつきました。 

 農と福祉に関する取組み事例は以前からあ

りました。古い農家、特に畜産に多いのです

が、障がい者を住み込みで雇っています。ご

く少数の障害福祉サービス事業所では農業生

産をしていました。1970年代頃から理学療法

士、医師などが園芸療法を実践していました。

生きがいづくりや小売りを目的とした園芸福

祉も1990年代頃から始まっていました。他に

も障がい者就農、グリーンケア、ケアファー

ム、ユニバーサル農業、ソーシャルファーム

など、様々な取組みがありました。 

 2015年に農水省、厚労省、私、日本基金等

関係者が集まり、特に障がい者が農業に従事

する取組みを指す用語を「農福連携」に統一

しました。もともとは鳥取県がつくった言葉

です。 

 

７．農福連携のパターン 

 農福連携は主体別に４パターンあります。 

 １つめは障害福祉サービス事業所が農業生

産に取り組むものです。２つめは農業生産者

である農家、農業法人が障がい者を雇用する

ものです。３つめは企業サイドの取組みです。

従業員が45.5人以上いる企業には、障害者法

定雇用率といって、2.2％以上の障がい者を雇

用する義務があります。自社での障がい者雇

用が難しい場合、特例子会社を設立して農業

に取り組む例が増えています。そして今後、

４つめとしてソーシャルの取組みも増えると

予想されます。 

（図３）平成27年農業就業人口 
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 農業就業人口 260.6 209.7 192.2 181.6 175.3

　 うち女性 130.0 100.9 90.0 84.9 80.8

　 うち65歳以上 160.5 133.1 125.4 120.7 120.0

　 平均年齢 65.8 66.4 66.8 66.7 66.8

 基幹的農業従事者 205.1 175.4 158.6 150.7 145.1

　 うち女性 90.3 74.9 65.6 61.9 58.6

　 うち65歳以上 125.3 113.2 103.1 100.1 98.7

　 平均年齢 66.1 67.0 66.8 66.6 66.6

単位：万人、歳

資料：農林業センサス、農業構造動態調査（農林水産省統計部）

注：１ 「農業就業人口」とは、15歳以上の農家世帯員のうち、調査期日前１年間に農業のみに従事した者
　　　又は農業と兼業の双方に従事したが、農業の従事日数の方が多い者をいう。

　　２ 「基幹的農業従事者」とは、農業就業人口のうち、ふだんの主な状態が「仕事が主」の者をいう。
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の方たちの賃金は低いのです。 
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年では209.7万人です。つまり年間で10万人ず

つ働く人の数が減少しています。しかも平均
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と、75歳以上が突出しています（図３）。昭和
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 農と福祉に関する取組み事例は以前からあ
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30Report31 農福連携の広がりと期待

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
農
業
、
ソ
ー
シ
ャ
ル
フ
ァ
ー
ム
な
ど
、

様
々
な
取
組
み
が
あ
り
ま
し
た
。

　

２
０
１
５
年
に
農
水
省
、
厚
労
省
、
私
、
日
本
基
金

等
関
係
者
が
集
ま
り
、
特
に
障
が
い
者
が
農
業
に
従
事

す
る
取
組
み
を
指
す
用
語
を
「
農
福
連
携
」
に
統
一
し

ま
し
た
。
も
と
も
と
は
鳥
取
県
が
つ
く
っ
た
言
葉
で
す
。

７
．
農
福
連
携
の
パ
タ
ー
ン

　

農
福
連
携
は
主
体
別
に
４
パ
タ
ー
ン
あ
り
ま
す
。

　

１
つ
め
は
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
が
農
業
生
産

に
取
り
組
む
も
の
で
す
。
２
つ
め
は
農
業
生
産
者
で
あ

る
農
家
、
農
業
法
人
が
障
が
い
者
を
雇
用
す
る
も
の
で

す
。
３
つ
め
は
企
業
サ
イ
ド
の
取
組
み
で
す
。
従
業
員

が
45
・
５
人
以
上
い
る
企
業
に
は
、
障
害
者
法
定
雇
用

率
と
い
っ
て
、
２
・
２
％
以
上
の
障
が
い
者
を
雇
用
す

る
義
務
が
あ
り
ま
す
。
自
社
で
の
障
が
い
者
雇
用
が
難

し
い
場
合
、
特
例
子
会
社
を
設
立
し
て
農
業
に
取
り
組

む
例
が
増
え
て
い
ま
す
。
そ
し
て
今
後
、
４
つ
め
と
し

て
ソ
ー
シ
ャ
ル
の
取
組
み
も
増
え
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

最
近
は
農
業
生
産
者
が
忙
し
い
と
き
、
作
業
を
福
祉

サ
イ
ド
に
委
託
す
る
例
が
増
え
て
い
ま
す
。
興
味
深
い

こ
と
に
農
業
生
産
者
が
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
を

設
立
す
る
一
方
で
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
が
農

業
法
人
を
つ
く
る
動
き
も
出
て
い
ま
す
。

　

農
福
連
携
に
取
り
組
む
こ
と
で
、
農
業
生
産
者
は
労

働
力
を
確
保
で
き
、
あ
る
い
は
障
が
い
者
が
新
し
い
農

業
の
担
い
手
・
労
働
力
に
な
り
ま
す
。障
が
い
者
に
と
っ

て
は
新
し
い
働
く
場
に
な
り
、
工
賃
を
上
げ
る
契
機
に

な
り
ま
す
。
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
に
と
っ
て
も
障
が

い
者
の
職
域
拡
大
、
賃
金
上
昇
を
果
た
す
こ
と
で
社
会

貢
献
で
き
、地
域
活
性
化
に
も
つ
な
が
り
ま
す
（
図
４
）。

８
．
全
国
的
な
農
福
連
携
の
取
組
み
に
つ
い
て

　

福
祉
サ
イ
ド
に
お
け
る
農
業
活
動
の
取
組
み
状
況
に

つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
行
い
ま
し
た
。
現
在
農
業

に
取
り
組
ん
で
い
る
と
の
回
答
が
33
・
５
％
、
今
後
農

業
を
や
り
た
い
と
の
回
答
が
12
・
７
％
で
し
た
。
４
～

５
割
ほ
ど
が
農
福
連
携
に
興
味
が
あ
る
、
あ
る
い
は
取

り
組
ん
で
い
ま
す
（
次
頁
図
５
）。

　

取
組
み
を
始
め
た
時
期
は
３
～
４
年
前
、
１
～
２
年

か
ら
の
割
合
が
高
い
で
す
（
次
頁
図
６
）。
こ
れ
は
農

林
水
産
省
の
交
付
金
が
出
た
時
期
に
あ
た
り
ま
す
。
当

時
厚
生
労
働
省
を
通
じ
て
、
交
付
金
が
障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
事
業
所
に
も
使
え
る
と
Ｐ
Ｒ
し
た
成
果
で
す
。
同

時
に
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
で
地
方
で
は
仕
事
が

な
く
な
り
、
地
域
農
業
に
注
目
が
集
ま
っ
た
こ
と
も
要

因
で
す
。

　

そ
う
い
う
中
で
福
祉
関
係
者
を
中
心
に
広
が
っ
て
き

ま
し
た
が
、
農
業
関
係
者
に
農
福
連
携
の
取
組
み
が
知

（
＊
２
）

（図４）農福連携に取組むメリット
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 最近は農業生産者が忙しいとき、作業を福

祉サイドに委託する例が増えています。興味

深いことに農業生産者が障害福祉サービス事

業所を設立する一方で、障害福祉サービス事

業所が農業法人をつくる動きも出ています。 

 農福連携に取り組むことで、農業生産者は

労働力を確保でき、あるいは障がい者が新し

い農業の担い手・労働力になります。障がい

者にとっては新しい働く場になり、工賃を上

げる契機になります。福祉サービス事業所に

とっても障がい者の職域拡大、賃金上昇を果

たすことで社会貢献でき、地域活性化にもつ

ながります（図４）。 

 

８．全国的な農福連携の取組みについて 

 福祉サイドにおける農業活動の取組み状況

についてアンケート調査を行いました
２
。現

在農業に取り組んでいるとの回答が33.5％、

今後農業をやりたいとの回答が12.7％でし

た。４～５割ほどが農福連携に興味がある、

あるいは取り組んでいます（図５）。 

 取組みを始めた時期は３～４年前、１～２

年からの割合が高いです（図６）。これは農林

水産省の交付金が出た時期にあたります。当

時厚生労働省を通じて、交付金が障害福祉サ

ービス事業所にも使えるとＰＲした成果で

す。同時にリーマンショックの影響で地方で

は仕事がなくなり、地域農業に注目が集まっ

たことも要因です。 

 そういう中で福祉関係者を中心に広がって

きましたが、農業関係者に農福連携の取組み

が知られていないことがまだ大きな課題で

す。農福連携は国の交付金に頼るものではあ

りません。実際に自分たちがつくったものを

売り、事業として継続していくことができる

• 障がい者
• 障害福祉
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ら
れ
て
い
な
い
こ
と
が
ま
だ
大
き
な
課
題
で
す
。
農
福

連
携
は
国
の
交
付
金
に
頼
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

実
際
に
自
分
た
ち
が
つ
く
っ
た
も
の
を
売
り
、
事
業
と

し
て
継
続
し
て
い
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と

が
重
要
で
す
。
そ
の
た
め
に
は
、
農
福
連
携
を
通
じ
て

障
が
い
を
持
っ
て
い
る
方
が
本
当
に
働
く
こ
と
が
で
き

る
こ
と
を
知
っ
て
も
ら
う
。
一
般
の
人
々
へ
の
意
識
啓

発
が
必
要
で
す
。

（
＊
２
）�

農
林
水
産
省�

平
成
25
年
度
都
市
農
村
共
生
・
対
流
総
合
対
策
交
付
金
事
業
「
農

と
福
祉
の
連
携
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
報
告
」
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
日
本
セ
ル
プ
セ
ン

タ
ー�

調
査
時
期
は
平
成
26
年
１
～
２
月
。
１
，
６
９
６
事
業
所
に
ア
ン
ケ
ー
ト

を
配
付
し
、
有
効
回
答
数
は
８
３
２
件
（
有
効
回
収
率
49
・
０
％
）。

９
．
最
近
の
動
向

　

農
林
水
産
省
は
非
常
に
や
る
気
が
あ
り
ま
す
。
新
た

に
ノ
ウ
フ
ク
Ｊ
Ａ
Ｓ
（
日
本
農
林
規
格
）
が
で
き
ま
す
。

し
か
も
『
平
成
30
年
度 

食
料
・
農
業
・
農
村
白
書
』

の
特
集
の
一
つ
が
農
福
連
携
で
す
。

　

都
道
府
県
も
厚
生
労
働
省
の
助
成
金
を
も
と
に
、
あ

る
い
は
単
独
で
、
農
福
連
携
の
意
識
啓
発
を
す
る
シ
ン

ポ
ジ
ウ
ム
や
フ
ォ
ー
ラ
ム
、
生
産
物
を
売
る
マ
ル
シ
ェ

を
開
催
し
て
い
ま
す
。
農
作
業
の
受
委
託
を
す
る
た
め

の
マ
ッ
チ
ン
グ
や
、
農
業
技
術
者
の
事
業
所
へ
の
派
遣

に
も
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

　

２
０
１
７
年
７
月
に
農
福
連
携
全
国
都
道
府
県
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
が
立
ち
上
が
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
各
都
道
府

県
の
中
に
農
福
連
携
を
担
当
す
る
部
署
を
置
き
連
携
を

図
る
も
の
で
す
。
民
間
で
も
２
０
１
７
年
３
月
に
全
国

農
福
連
携
推
進
協
議
会
が
設
立
、
２
０
１
８
年
11
月
に

は
日
本
農
福
連
携
協
会
と
し
て
一
般
社
団
法
人
化
さ
れ

ま
し
た
。
協
議
会
は
農
福
連
携
に
取
り
組
む
人
々
の
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
で
す
。
日
本
農
業
新
聞
な
ど
で
も
取

り
あ
げ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

農
福
連
携
は
Ｎ
Ｈ
Ｋ
を
は
じ
め
Ｔ
Ｖ
、
ラ
ジ
オ
で
も

取
り
あ
げ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
日
本
経
済
新
聞
は
当

初
か
ら
応
援
し
て
く
れ
ま
し
て
、
福
祉
社
会
面
で
は
な

く
地
域
総
合
面
に
載
せ
て
、
農
福
連
携
が
強
い
農
業
を

（
＊
３
）

（
＊
４
）

（
＊
５
）

（
＊
６
）

（図５）福祉サイドの農業活動の取組み状況
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 最近は農業生産者が忙しいとき、作業を福

祉サイドに委託する例が増えています。興味

深いことに農業生産者が障害福祉サービス事

業所を設立する一方で、障害福祉サービス事

業所が農業法人をつくる動きも出ています。 

 農福連携に取り組むことで、農業生産者は

労働力を確保でき、あるいは障がい者が新し

い農業の担い手・労働力になります。障がい

者にとっては新しい働く場になり、工賃を上

げる契機になります。福祉サービス事業所に

とっても障がい者の職域拡大、賃金上昇を果

たすことで社会貢献でき、地域活性化にもつ

ながります（図４）。 

 

８．全国的な農福連携の取組みについて 

 福祉サイドにおける農業活動の取組み状況

についてアンケート調査を行いました
２
。現

在農業に取り組んでいるとの回答が33.5％、

今後農業をやりたいとの回答が12.7％でし

た。４～５割ほどが農福連携に興味がある、

あるいは取り組んでいます（図５）。 

 取組みを始めた時期は３～４年前、１～２

年からの割合が高いです（図６）。これは農林

水産省の交付金が出た時期にあたります。当

時厚生労働省を通じて、交付金が障害福祉サ

ービス事業所にも使えるとＰＲした成果で

す。同時にリーマンショックの影響で地方で

は仕事がなくなり、地域農業に注目が集まっ

たことも要因です。 

 そういう中で福祉関係者を中心に広がって

きましたが、農業関係者に農福連携の取組み

が知られていないことがまだ大きな課題で

す。農福連携は国の交付金に頼るものではあ

りません。実際に自分たちがつくったものを

売り、事業として継続していくことができる
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人日本セルプセンター 調査時期は平成26年１～２月。1,696事業所にアンケートを配付し、有効回答数は832件（有

効回収率49.0％）。 
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（図６）農業活動の取組み開始時期 
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つ
く
る
と
位
置
づ
け
て
い
ま
す
。
ま
た
、
朝
日
、
読
売
、

毎
日
等
各
新
聞
も
特
集
を
組
ん
で
く
れ
ま
し
た
。

　

昨
年
は
天
皇
（
現
・
上
皇
）
陛
下
が
農
福
連
携
の
現

場
を
視
察
さ
れ
ま
し
た
。
本
当
に
嬉
し
か
っ
た
で
す
。

（
＊
３
）�

農
林
水
産
省
『
平
成
30
年
度�

食
料
・
農
業
・
農
村
の
動
向
（
令
和
元
年
５
月
28

日
公
表
）』
39
―
52
ペ
ー
ジ
。

（
＊
４
）�

都
道
府
県
が
連
携
し
て
、
農
福
連
携
の
取
組
み
を
地
域
に
定
着
さ
せ
、
さ
ら
に
拡

大
を
図
る
た
め
、
農
福
連
携
に
か
か
る
情
報
の
交
換
や
発
信
、
有
効
施
策
の
調
査

研
究
、
国
へ
の
提
言
な
ど
に
取
り
組
む
こ
と
を
目
的
に
設
立
さ
れ
た
推
進
組
織
。

発
起
人
は
三
重
県
、
長
野
県
、
岐
阜
県
、
京
都
府
、
島
根
県
、
鳥
取
県
の
各
知
事
。

全
都
道
府
県
の
農
福
連
携
主
管
部
長
を
会
員
と
し
、
三
重
県
に
事
務
局
が
置
か
れ

て
い
る
。
三
重
県
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト�http://w

w
w
.pref.m

ie.lg.jp/TO
P
IC
S
/

m
0023300040.htm

�

等
を
参
照
。

（
＊
５
）�

一
般
社
団
法
人
日
本
農
福
連
携
協
会
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト�http://noufuku.jp/

（
＊
６
）�

農
福
連
携
に
関
連
し
、
報
告
者
が
出
演
し
た
Ｔ
Ｖ
、
ラ
ジ
オ
番
組
は
次
の
と
お
り
。

　
　
　

〇�

Ｎ
Ｈ
Ｋ
テ
レ
ビ
（
札
幌
放
送
局
）
北
海
道
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
「
障
害
者
の
参
加

で
農
業
が
変
わ
る
」（
２
０
１
７
年
６
月
６
日
放
送
）

　
　
　

〇�

Ｎ
Ｈ
Ｋ
テ
レ
ビ�

ハ
ー
ト
ネ
ッ
ト
Ｔ
Ｖ
「
広
が
る
“
農
福
連
携
”
～
新
し
い
地
域

の
カ
タ
チ
～
」（
２
０
１
７
年
７
月
11
日
放
送
）

　
　
　

〇�

Ｎ
Ｈ
Ｋ　

テ
レ�

Ｔ
Ｖ
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
「
農
の
福
祉
力
」（
２
０
１
８
年
３
月
３

日
放
送
）

　
　
　

〇�

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ラ
ジ
オ�

ラ
ジ
オ
深
夜
便
「
農
福
連
携
で
地
域
を
元
気
に
」（
２
０
１
８

年
４
月
18
日
放
送
）

　
　
　

〇�

Ｔ
Ｏ
Ｋ
Ｙ
Ｏ　

Ｆ
Ｍ
「
あ
ぐ
り
ず
む
Ｗ
Ｅ
Ｅ
Ｋ
Ｅ
Ｎ
Ｄ
」（
２
０
１
９
年
２
月
23

日
放
送
）

10
．
農
福
連
携
に
取
り
組
む
た
め
に

　

農
福
連
携
に
取
り
組
む
に
は
「
で
き
る
こ
と
か
ら
始

め
る
」、「
自
分
で
何
で
も
解
決
し
よ
う
と
し
な
い
」、

「
困
っ
た
と
き
に
は
周
り
に
相
談
す
る
」
こ
と
が
大
切

で
す
。

　

農
業
サ
イ
ド
は
、
セ
ミ
ナ
ー
に
出
た
り
本
を
読
ん
だ

り
し
て
知
る
こ
と
、
実
際
に
交
流
し
て
み
る
こ
と
が
重

要
に
な
り
ま
す
。
視
察
に
行
っ
た
り
、
余
っ
た
農
産
物

の
寄
付
や
資
材
の
提
供
、
機
械
を
貸
し
た
り
す
る
の
も

よ
い
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
さ
ら
に
お
試
し
で
施
設
に

行
っ
て
自
分
の
農
業
技
術
を
伝
え
る
、
障
が
い
者
の
職

業
体
験
を
受
け
入
れ
る
と
か
、
委
託
し
て
み
る
こ
と
か

ら
始
め
た
ら
よ
い
と
思
い
ま
す
。

　

福
祉
サ
イ
ド
も
農
業
サ
イ
ド
と
同
様
、
知
る
こ
と
が

大
切
で
す
。
あ
と
は
農
業
体
験
や
小
規
模
な
農
業
の
取

組
み
を
通
じ
て
、
試
し
て
み
る
こ
と
で
す
。

　

実
際
、
農
業
サ
イ
ド
が
職
業
体
験
の
受
け
入
れ
や
農

作
業
の
委
託
か
ら
始
め
て
、
障
が
い
者
を
い
き
な
り
本

格
的
に
雇
用
す
る
の
は
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
で
す
。
ま
ず

は
事
業
安
定
を
図
り
、
障
が
い
者
と
確
実
に
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
が
図
れ
る
よ
う
に
な
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

11
．
今
後
へ
の
期
待

　

今
後
は
「
地
域
で
共
に
生
き
、
助
け
あ
う
」
社
会
を

本
気
で
つ
く
っ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で

障
が
い
者
は
社
会
保
障
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
主
体
で

し
た
が
、
こ
れ
か
ら
は
障
が
い
を
持
っ
て
い
る
方
が
役

割
を
持
つ
こ
と
が
重
要
に
な
り
ま
す
。
つ
ま
り
、
障
が

い
者
は
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
主
体
に
な
る
。
障
が
い

者
に
光
を
当
て
る
の
で
は
な
く
、
障
が
い
者
が
光
を
当

て
る
よ
う
に
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
は
、
地
域
に
労

働
力
を
提
供
す
る
だ
け
で
な
く
、
例
え
ば
一
緒
に
企
画

し
た
り
、
農
業
生
産
や
加
工
を
し
た
り
、
交
流
が
で
き

る
は
ず
で
す
。
福
祉
分
野
の
点
の
取
組
み
を
、
線
さ
ら

に
面
に
し
て
い
く
。
モ
デ
ル
を
ど
ん
ど
ん
つ
く
り
、
あ

る
い
は
マ
ッ
チ
ン
グ
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
に
な
り
ま

す
。

　

そ
し
て
一
般
の
人
々
へ
の
普
及
と
意
識
啓
発
、
農
福

連
携
の
領
域
、
対
象
、
意
義
を
広
げ
て
い
く
こ
と
が
必

要
に
な
り
ま
す
。
具
体
的
に
は
何
か
と
い
う
と
、
領
域

と
い
う
の
は
農
業
だ
け
で
は
な
く
、
農
林
水
産
業
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
産
業
、
そ
し
て
商
工
業
も
含
め
て
い
く
と
こ

ろ
ま
で
も
っ
て
い
き
た
い
。
こ
れ
は
何
か
と
い
う
と
、

昔
で
い
う
お
百
姓
さ
ん
で
す
。
お
百
姓
さ
ん
は
こ
う
し

た
こ
と
を
全
部
一
人
で
や
っ
て
い
ま
し
た
。
こ
れ
を
今

日
的
に
や
っ
て
い
き
た
い
。

　

障
が
い
者
は
９
３
６
・
６
万
人
と
言
い
ま
し
た
が
、

要
介
護
の
高
齢
者
は
現
在
約
６
５
０
万
人
で
す
。
単
純

に
合
計
す
る
と
約
１
，
５
０
０
万
人
が
障
が
い
者
で
す
。

生
活
困
窮
者
、
生
活
保
護
受
給
者
な
ど
も
加
え
る
と
、

約
２
，
０
０
０
万
人
が
何
ら
か
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
受

け
る
主
体
と
な
り
ま
す
。
こ
の
方
た
ち
が
地
域
で
何
か
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役
割
を
持
つ
こ
と
に
よ
り
、
農
業
と
福
祉
だ
け
で
な
く
、

地
域
全
体
が
輝
く
よ
う
な
方
向
に
も
っ
て
い
き
た
い
と

思
い
ま
す
。
そ
の
た
め
に
重
要
な
の
は
、
農
福
連
携
か

ら
さ
ら
に
＋
α
連
携
に
な
る
こ
と
、
例
え
ば
農
福
商
業

連
携
、
農
福
工
業
連
携
、
農
福
介
護
連
携
、
農
福
医
療

連
携
、
農
福
産
業
連
携
と
い
っ
た
イ
メ
ー
ジ
で
す
。

　

地
域
に
様
々
な
農
福
連
携
の
形
が
生
ま
れ
、
地
域
に

応
じ
た
地
方
創
生
の
形
が
で
き
る
は
ず
で
す
。
ど
こ
か

の
成
功
事
例
が
地
方
創
生
の
成
功
モ
デ
ル
で
は
い
け
ま

せ
ん
。
農
福
連
携
の
＋
α
連
携
を
ど
れ
だ
け
つ
く
れ
る

か
が
重
要
で
す
。

12
．
協
同
組
合
へ
の
期
待

　

農
福
連
携
を
す
す
め
て
い
く
と
、
新
し
い
形
が
見
え

て
き
ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
の
農
業
は
も
の
を
つ
く
り
、

そ
の
対
価
を
得
る
と
い
う
形
で
し
た
。
現
在
で
は
、
宿

泊
、
教
育
、
体
験
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
提
供
す
る

新
し
い
農
業
も
出
て
き
ま
し
た
。
私
は
こ
れ
を
「
農の

う

生せ
い

業ぎ
ょ
う」
と
呼
ん
で
い
ま
す
。
社
会
的
に
不
利
な
立
場
に
あ

る
方
た
ち
の
こ
と
は
「
キ
ョ
ー
ド
ー
者
」
と
呼
び
た
い
。

最
終
的
に
は
福
祉
も
農
福
連
携
と
い
う
言
葉
も
な
く
な

る
状
態
に
持
っ
て
い
き
た
い
の
で
す
。

　

農
福
連
携
か
ら
、
地
域
の
あ
ら
ゆ
る
経
済
と
結
び
つ

く
農
福
商
工
連
携
に
発
展
し
、
さ
ら
に
さ
ま
ざ
ま
な
連

携
を
す
る
こ
と
で
地
域
を
元
気
に
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

多
様
な
命
が
輝
く
、
私
は
「
里
マ
チ
」
と
呼
ん
で
い
ま

す
が
、
多
様
な
人
間
、
動
植
物
の
命
も
輝
く
里
マ
チ
を

つ
く
っ
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

今
日
は
協
同
組
合
関
係
者
の
方
が
た
く
さ
ん
お
い
で

で
す
が
、
私
は
や
は
り
、
こ
う
い
う
こ
と
が
で
き
る
の

は
協
同
組
合
な
の
で
は
な
い
か
と
思
っ
て
い
ま
す
。「
一

人
は
み
ん
な
の
た
め
に
、
み
ん
な
は
一
人
の
た
め
に
」

は
協
同
組
合
の
基
本
理
念
で
す
。
こ
れ
が
共
生
の
形
だ

し
、
こ
こ
に
農
が
加
わ
っ
た
ら
、
本
当
に
私
た
ち
ら
し

い
も
の
だ
と
つ
く
づ
く
思
い
ま
す
。

　

多
様
な
一
人
一
人
が
元
気
に
明
る
く
、
そ
し
て
困
っ

た
と
き
に
助
け
合
い
、
お
互
い
豊
か
に
な
る
。
そ
う
い

う
社
会
を
一
緒
に
つ
く
っ
て
い
き
た
い
。
そ
の
た
め
の

手
段
が
農
福
連
携
だ
と
思
っ
て
い
ま
す
。
障
が
い
を

持
っ
て
い
る
方
を
含
め
た
キ
ョ
ー
ド
ー
者
の
皆
さ
ん
が

社
会
の
中
で
役
割
を
も
っ
て
、
社
会
を
元
気
に
し
て
い

く
。
そ
し
て
そ
の
マ
イ
ン
ド
を
ど
ん
ど
ん
世
の
中
に
広

げ
て
い
き
た
い
と
考
え
ま
す
。

一般社団法人　ＪＡ共済総合研究所
（http://www.jkri.or.jp/）

一般社団法人　ＪＡ共済総合研究所
（http://www.jkri.or.jp/）


